
遠野市監査委員告示第10号

平成25年　9　月　6　日

平成25年度財政援助団体監査結果報告書（平成24年度財政援助分）の内容に対する今

後の措置方針について、平成25年8月22日付け遠財第74号で回答がありましたので、地

方自治法第199条第12項の規定により、当該文書（写し）を別紙のとおり公表します。

遠野市監査委員

遠野市監査委員

遠野市監査委員

250905▲H25財政援助団体監査結果報告書の措置方針（公表）起案・添書
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遠野市監査委員　一様

億財第　　′74　号

平成25年8■．月2え日

遠野市長　本

平成25年度財政援助団体監査結果に基づき講じた措置について（通知）

．●標記のことについて、地方自治法（昭和，22年輩律第67号）第199舜第12項に基

づき、下記のとおり通知します。

記

1・車旨摘事項

（1）監査内容

早池峰バス嘩式会社（遠野市地方バネ路線対策事業費補助金）

’（2）指摘垂項

車輌を購入しての貸切バス事業や盛岡線、北上線の運行など補助対象外事栗も

行っていることから、経費按分の明確化を国号ためにも運行契約書等の見直しが

必要と思われる。

2　監査結果に基づき講じた措置

、貸切バス等は自主運行分（神助対象外）ノであり・、自主運行利益を補てんするとい

う勢和こはなっていないため、平成25年8月12日付けで遠藤地方バス路線対策事

業褒補助金交付要綱の改正を行い、．その内容を明確化した。

なお、要綱改正に伴い、平成25年度の運行契約から適用し、補助金を交付する。

【担当：馬場（内線140）】



遠野市告示第127号

平成25年．8月1■2日

遠野市地方バス路線対策事業費補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。
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遠野市長　本　田　敏

遠野両地方バス堵線対策事業費補助金交付要綱の一部を改正する告示
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遠野市地方バネ路線対策事業費補助金交付要綱（平成18年遠野市告示第19号）の一部を次の

ように改正する。

第1条中「廃止したバ云路線を運行する瘍合に要する准費及び」を「、廃止したバス路線若

しくは廃止したバス路線の経路の一部を変奏したノアス路線又は」に、「廃止路線以外の路線」

を「新たにバスを運行しようとする路線」に改め、・「廃せ路線等」という。‘）十の次に「にお

けるバネ」を加える。

第2条の華中「廃止路線等における代替運行に係る経費」の次に「（貸切バス等による自主

事業の運行に係る経嚢を除く。・）」．を加える。

附　則

この告示は、平成25年8月12日から施行する。



遠野市地方バス路線対策事業費補助金交付要綱

（目的）

第1条　市民生活に必要不可欠な生活交通手段ゼあ・るバス輸送の確保及び維持のため、

道路運送法（昭和26年法律第1‘83号）第3条第1号イに規定する一般旅客自動車運送

事業を経営する者が、廃止したバス路線若しくは廃止したバス路線の経路の一部を変

更したバス路線又は市長が必要と認めた新たにバスを運行しようとする路線（以下「廃

止路線等」という。）の運行（以下「代替運行」とV、う汗におけるバズに要する麿費

にサて、遠野市と別に定める者との問で締結する運行契約に基づき十予算の範囲内
で、遠野市補助傘交付規則（平成17年遠野市規則第65号。以下慨則」という。）及

びこの告示により神助金を交付する。
（補助金の交付対象及び補助額）

補助金の交付対象となる経費及び補助額は、次のとおりとする。
補 助 ．金 の 交 付 対 象 ノと　な る 経 費 ・補　 助　 額 ・

区分 補助対象経費 当該経費の 10 分

の 10 に相当す る廃止路線等代替バネ運行費補助金 廃旦路線等における代替運行

（貸切バス等による白．主事業の運行 ′に係 る経費 一 額以内の額とす

に係 る経費を除 く。）‘ る。

輸送車両購入費補助金 輸送車両の新規購入及び更新

に係 る経費

福祉低料金バス及 び中心市街地活性 低料金バスの運行に伴 う．差額

化低料金バ云運行費補助金 ． 料金相当額

第2条

（提出書類及び提出期限）

第3条　規則に定める書類及びこれに添付する書類並びに提出顛限は、勃表のとおりと．一、

する。

（申請の取下期日）

第4条　規則第8条第1項に規定する．申請の放下期日は、補助金交付の通知を受領した

日から起算して15日以内とする云

（前金払）

第5条　補助事業者は、補助金の前金払を請求することができるb
2L前項の痩恵により前金私を請求しようとする者は、遠野而地方バス路線対策事業費補

助金前金払請求書（様式第9号）を市長に提出しなければならない。

■’（提出書類の整備等）

第6条　補助事業者は、補助事業に係る収支を明らかにした書類を整備し、補助事業完

．・了後5年間保存しなければならない。

附、則

（施行期日等l

Lこの告示は、公布の日から施行し、平成17年度分の補助金から適用する0

2　この要綱の改正は平成．25年8月1声日から適用する。
（経過措置）

3　この告示の施行の日の前日までに、合併前の遠野市地方バス路線対策事業費補助金

交付要綱（平成12年遠野市告示第67号）の規定又はこの告示に相当する合併前の宮

・守村の規程等によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規

・定によりなされた行為とみなす。


